
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

・正規雇用者：56人以上（研修雇用80人、うち職場実習（OJT）受入れ企業での正規雇用者目標56人以上、正規雇用率70.0％以上）

131,202 113,995 0

（当初）

若者未就職者等人材育成事
業

委託

　大学・高校等を卒業後も就職先が決まっていない
25歳以下の若者未就職者を民間事業者に委託して
基礎研修（OFF-JT）と職場実習（OJT）を実施する。
　職場実習受入れ企業等で正規雇用に結び付け
る。

合計

0

（当初）

131,202 113,995

２雇用の促進　３働きやすい労働環境の推進 実施期間 H22 ～ H26

検討中県民との協働による実施：

事業番号 06 06 16 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 若者未就職者等人材育成事業 担
当
課

部局 産業労働部

課・室 労働雇用課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail

（決算）

目指す姿

現状

・平成22年度：研修雇用者68人、うち正規雇用者43人、正規雇用率63.2％
・平成23年度：研修雇用者53人、うち正規雇用者35人、正規雇用率66.0％
・平成24年度：研修雇用者42人、うち正規雇用者20人、正規雇用率47.6％
・平成25年度：研修雇用者80人、うち正規雇用者43人、正規雇用率54.0％

県が関与
する理由

　 厳しい雇用情勢が続く中、大学・高校等を卒業後も就職先が決まっていない25歳以下の若者未就職者等の正規雇用を目指すた
め、社会人として必要な基礎的な能力を身に付ける基礎研修（OFF-JT）と、実際に企業等で働くことで実用的な能力を身に付ける職
場実習（OJT）を組み合わせた事業を実施し、県内企業の求める人材を育成し、新たな雇用機会を創出する。

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

緊急雇用創出基金を有効活用して若者を県内企業の正規雇用に結び付けることが効果的で
ある。

H26 H27

正規雇用率は未達成であるが、契約社員、派遣社員等非正規雇用決定者も含めると70.1%となった。就業に至らない理由としては、企
業の求める人材と参加者の希望とが合致しない例や、参加者の体調悪化等であった。

□ 事業を実施しない

目標に対
する成果
の状況

今後、事
業をどのよ
うにしてい
きたいか

■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

成果は着実に伸びてきており、平成27年度は新規事業「信州わかもの就職応援事業」として、対象者を39歳以下に拡大し、従来の研
修による人材の育成と雇用の場の確保に加え、新たに首都圏からの人材還流や非正規から正規雇用への転換等も目指し、さらに効果
的な実施に努めていく。

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度 26年度 27年度 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越
項目

H25末
（実績）

Ｈ26 H27
目標当初予算 349,692 169,316 131,202 0 目標 成果 達成状況

補正予算 -198,189
正規雇用率 54% 70% 62.5% 未達成

151,503 169,316 131,202 0

ー
合計（A) 151,503 169,316 131,202 0

Aの
財源

概　算
人件費

0.50 0.50 0.50

4,129 4,129 4,129 0

 概算事業費（B（A）+C） 94,628 173,445 135,331 0

90,499 159,215 113,995

mailto:rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

